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　（1）幸運なことに、今年度に入ってすぐに、アメリカ・ワシントン大学（セントルイス）のデイヴィッ
ド・ロー教授から、“The　Anatomy　of　a　Conservative　Court：Judicial　Review　in　Japan，”Texas　Law
Review，　Vol．87，　No．7（2009）を恵贈された。その要旨を一読してすぐに、本研究課題に関わる重要
な業績であることを直感した。同時にこれを翻訳して日米の知的共有財産とすることは義務ですらあ
ると考えた。そこで、他の研究計画の着手時期を調整して、まずこの翻訳作業にとりかかった。50頁
で注が290もある浩潮な論文で、ひととおりの翻訳原稿が完了するまで3か月ほどを要した。これは
「保守的最高裁の解剖一日本の司法を審査する」という訳題で『政経論叢』第79巻第1・2号（2010年）
に掲載することができた。
　この訳業が縁となり、ロー教授をコーディネーター役として2010年9月にワシントン大学で開催さ
れた国際研究会「日本の最高裁における意思決定過程」に討論者の一人として招かれた。日本の最高
裁ならびに司法行政に関する日米の研究者の知己を得ることができ、本研究課題にとってもおおいに
有意義であった。
　（2）訳業が一段落つくのと相前後して、戦前期司法行政の実体を解明するためには、軍法務官に接
近することが欠かせないテーマであると気づくようになった。軍法務官とは軍法会議で裁判官役ない
しは検察官役をつとめる元司法官であり、司法と軍のインターフェイスに位置した存在であった。敗
戦後、日本国憲法第76条により特別裁判所は廃止され、軍法会議も当然戦後には存在してこなかった。
そのためもあって、軍法会議の歴史やその果たした役割について、とりわけその法廷における唯一の
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法曹である軍法務官をめぐっては、その実態が十分に研究されてこなかった。一方で、矢口洪一元最
高裁長官をはじめとして、戦後の最高裁ならびに司法行政を担うことになる裁判官たちは、戦前に軍
法務官としてキャリアを積んでいた者が少なくない。
　司法大臣を頂点とした戦前の司法行政機構のなかで、軍法務官はどのように位置づけられていたか。
より具体的には、①軍法務官の定員、およびどのような人々が判事や検事ではなく軍法務官の道を選
んだのか、②軍法務官は軍隊内でいかなるキャリアパスをたどっていったのか。最終到達ポストは何
か、③軍法会議の合議（5人）における軍法務官（1人）の発言権はどの程度のものだったのか、④
軍法務官の人事権は陸軍大臣ないしは海軍大臣が握っていたが、これを用いて軍首脳は軍法務官に、
ひいては軍法会議の判決に影響力を行使しえたのかどうか。行使できた場合その程度は、といった興
味深い論点があることがわかった。
　これらを追究することによって、ほとんど肩書きだけしか知られていない軍法務官に具体的な内実
を付与することができる。ひいては、射程を広げて軍部という「真空地帯」をも視野に収めなければ
ならなかった戦前期の司法行政の特徴を、より正確に把握することができるはずである。今年度は以
上の問題意識への到達と諸論点の発見にとどまってしまった。このテーマで2011年度の科研費に応募
している。採択となればさらにこの分野の研究を深めていくつもりである。
　（3）戦前期の司法行政とは直接は結びつかないが、最高裁判所裁判官国民審査について実証的な分
析を行った。その成果は「最高裁判所裁判官国民審査および国民審査公報の実体分析一国民審査の実
質化をめざして一」として、近刊の『政経論叢』第79巻第3・4号に掲載される。
　歴代の最高裁裁判官のうち、戦前における判事や司法官僚出身者のキャリアパスを正確につかむこ
とは、実はなかなかむずかしい。それがきちんと記載されているものが、国民審査の際に選挙公報と
いっしょに戸別配布される国民審査公報である。本人が国民向けに書いた経歴であるから、誤りはあ
るまい。これまで国民審査は21回執行されている。そのうち第1回分はどうしても入手できなかった
が、それ以外の20回分をみると、最高裁裁判官の中には（2）で述べた軍法務官経験者が多いことが
わかった。あるいは司法官僚として司法省において順調なポストを昇ってきた者も相当の数に達して
いた。
　加えて、1970年代以降、国民審査のたびごとに革新政党と労働組合が、組織的な罷免要求運動（審
査の際に×をつけよとよびかける）を展開している。そこでこの運動が×印をよびかける理由の一つ
が、審査対象裁判官の軍法務官経歴であった。戦前は「将校」として勤務していたことが×をつける
正当な理由としてアピールされたのである。
　このように、上記論文をまとめる過程で、本研究課題について示唆に富む知見を得ることができた。
　これら（1）～（3）で得られた研究成果を踏まえて、新年度のできるだけ早い時期に社研紀要に
発表できるよう論文作成に全力を尽くしたい。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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